






























（様式３） （指定管理者が記入する様式）

収入の部 （税込、単位：円）
当初予算額
（A）

補正額
（B）

予算現額
（C=A+B）

決算額
（D）

差引
（C-D）

説明

35,886,000 35,886,000 35,886,000 横浜市より
5,000,000 5,000,000 5,000,000
8,160,000 8,160,000 8,160,000

0 0 0
1,630,000 0 1,630,000 0 1,630,000

印刷代 600,000 600,000 600,000
自動販売機手数料 750,000 750,000 750,000
駐車場利用料収入 0 0
その他（　　　　　　　　） 280,000 280,000 280,000 カラオケ利用料、卓球ボール他

50,676,000 0 50,676,000 0 50,676,000
支出の部

当初予算額
（A）

補正額
（B）

予算現額
（C=A+B）

決算額
（D）

差引
（C-D）

説明

20,254,000 0 20,254,000 0 20,254,000
18,878,000 18,878,000 18,878,000
1,200,000 1,200,000 1,200,000

160,000 160,000 160,000
16,000 16,000 16,000

0 0 0
0 0 0

2,157,000 0 2,157,000 0 2,157,000
10,000 10,000 10,000

1,200,000 1,200,000 1,200,000
6,000 6,000 6,000

0 0 0
250,000 250,000 250,000
15,000 0 15,000 0 15,000

横浜市への支払分 0 0 0
その他 15,000 15,000 15,000 NHK受信料

100,000 100,000 100,000
0 0 0

53,000 53,000 53,000
120,000 120,000 120,000

0 0 0
403,000 403,000 403,000 複合機、リソグラフ、AED、電話交換機、監視カメラ

0 0 0
0 0 0

5,838,000 0 5,838,000 0 5,838,000
5,838,000 5,838,000 5,838,000

0 0 0
15,840,000 0 15,840,000 0 15,840,000
8,600,000 0 8,600,000 0 8,600,000

電気料金 4,100,000 4,100,000 4,100,000
ガス料金 2,000,000 2,000,000 2,000,000
水道料金 2,500,000 2,500,000 2,500,000

2,456,000 2,456,000 2,456,000
1,800,000 1,800,000 1,800,000

498,000 498,000 498,000
2,483,000 0 2,483,000 0 2,483,000

空調衛生設備保守 1,210,000 1,210,000 1,210,000
消防設備保守 130,000 130,000 130,000
電気設備保守 500,000 500,000 500,000
害虫駆除清掃保守 93,000 93,000 93,000
駐車場設備保全費 0 0 0
その他保全費 550,000 550,000 550,000

3,000 3,000 3,000 諸費

2,061,000 0 2,061,000 0 2,061,000
0 0 0

2,009,000 2,009,000 2,009,000
0 0 0

52,000 52,000 52,000
2,859,000 0 2,859,000 0 2,859,000
2,859,000 2,859,000 2,859,000 事務局経費

0 0 0
1,667,000 1,667,000 1,667,000 図書購入費を含む

50,676,000 0 50,676,000 0 50,676,000
0 0 0 0 0

0
0
0

0
0
0

管理許可・目的外使用許可収入
管理許可・目的外使用許可支出
管理許可・目的外使用許可収支

ニーズ対応費
支出合計

差引

自主事業費収入
自主事業費支出
自主事業収支

その他（法人税等）
事務経費　（計算根拠を説明欄に記載）
本部分
当該施設分

事業所税
消費税
印紙税

共益費
公租公課

機械警備費

清掃費
修繕費

設備保全費

自主事業費
管理費
光熱水費

リース料
手数料

施設賠償責任保険
職員等研修費
振込手数料

事業費
自主事業（指定管理料充当の自主事業）費

地域協力費

備品購入費
図書購入費

通信費
使用料及び賃借料

印刷製本費

旅費
消耗品費

健康診断費

事務費

勤労者福祉共済掛金
退職給付引当金繰入額

会議賄い費

人件費
給与・賃金

収入合計

科目

社会保険料
通勤手当

平成２9年度　「能見台地区センター」　収支予算書兼決算書

科目

指定管理料

自主事業収入
雑入

利用料金収入
自主事業（指定管理料充当の自主事業）収入



平成２９年度 能見台地区センター 自己評価表 

 

目標設定

の 視 点 
計画内容及び運営目標 

計画内容及び運営目標 

に対する実績 

今後の取組 

（改善計画） 

自己

評価 

利用者 

サービス 

平成 29 年度事業計画書３ 

１ 公の施設としての管理 

施設の利用方法の透明性を明確化し、公平性を確保しま

す。 

   

2 利用者ニーズの把握と運営への反映 

利用者アンケートや利用者懇談会を実施し、利用者ニーズ

を把握します。 

   

【数値目標】 

利用者満足度：H19横浜市調査 75.6％を 6ポイントアップ 

   

業務運営 

平成 29 年度事業計画書４    

1 緊急時の体制と対応 

「事故・災害発生時の緊急対応マニュアル」に沿い対処し

訓練・避難訓練を年２回実施し、全職員を対象とした AED

の習熟訓練を年１回行います。また、「帰宅困難者一時滞

在施設」の指定施設として、非常時における区役所との連

携の確認により地域住民の安全確保を図ります。 

   

２ 「横浜市節電・省エネ対策基本方針」に基づく管理 

省エネ法に基づく「管理標準」を策定し、これに基づく日常

点検を行い、エネルギー使用量・使用料金の四半期管理評価

を行います。 

・ 節電対策を主目的として、夏季の使用最大電力の削減

（ピークカット）に取組みます。 

・ 温暖化対策の推進のため、年間を通した使用電力量の

削減に取組みます。 

   

３ 自主事業 

市内トップクラスの実績を活かし、地域住民に支持される

自主事業を展開します。 

   

目標設定・自己評価合体版 

第 29 条第２項 

第 38 条第４項 



【数値目標】年間利用者数前年比１％アップ    

【数値目標】 

① ピークカット前年比１％減 

② 年間電力使用量１％減 

   

【数値目標】自主事業収入：前年度比３％増    

職員育成 

平成 29 年度事業計画書５ 

1 個人情報保護の体制のチェックと研修計画を実施します。 

   

2 ＯＪＴ研修によりスキルアップを効果的に図ります。    

【数値目標】苦情件数：年間１０件以下    

財務 

平成 29 年度事業計画書６ 

1 施設の維持管理計画 

 ・建築基準法第 12 条点検による報告以外にも、日常点検や委

託業者による点検結果について「施設管理者点検マニュア

ル」に基づき、支援協会事務局及び区役所に報告の上十分に

協議し、建築局の技術支援を受けるなどのほか、適切な修

理・保全措置を講じます。 

 ・競争原理を採用した、公平かつ効率的な業者選定を行います。 

   

２  収支計画 

自主事業収入に加え、利用者の増加による利用料収入+雑収

入の増加を図ります。また、費用対効果を常に意識し、経費

削減に取り組みます。 

   

【数値目標】維持管理費を前年度比±０    

【数値目標】利用料金収入：前年度比：０．５％増    

その他 

（上記４

つの視点

以外の項

目があれ

ば追記） 

 

  

    



利用者等

の意見 

   

≪自己評価≫ 
Ａ：計画、目標を上回って実施 
Ｂ：計画、目標を保持して実施 
Ｃ：計画、目標を下回って実施 

※「利用者等の意見」は、計画内容及び運営目標欄に利用者等から寄せられた意見・要望を、計画内容及び運営目標に対する実績・今後の取組（改善計画）欄に意見等に対する対応を記載 
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